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管理計画認定制度の
概要について

横浜市建築局住宅再生課

2023年10月29日



本日の内容

１ 多く寄せらせるご質問への回答

２ 固定資産税の減額制度の紹介

 （マンション長寿命化促進税制）

３ 市の支援制度の紹介
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管理計画認定制度とは？

○マンションの管理組合が作成した管理計画が一定の基準を
 満たしていれば地方公共団体の認定を受けられる制度。

○認定の有効期間は５年間

○対象は横浜市内の分譲マンション（販売中の新築は除く）
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１ 多く寄せられるご質問への回答

認定を受けるメリットは？

○適正に管理されているマンションとして、売買時に市場で評価
 されることが期待されます。

○住宅金融支援機構の金利優遇が受けられます。
 ※「【フラット３５】」「マンション共用部分リフォーム融資」の金利引下げ

 「マンションすまい・る債」の利率上乗せ

○修繕積立金の引上げなど一定の要件を満たす場合、
 固定資産税の減額を受けられる可能性があります。

○認定を受けたマンションとして市のホームページに掲載されます。
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※認定を取らない場合でも、認定基準に照らし合わせることで、
お住まいのマンションの管理状況をチェックする機会となります。



１ 多く寄せられるご質問への回答

申請に要する費用と期間は？

○申請の流れ
①マンション管理士による事前確認を行っていただいた後、
②横浜市へ申請いただく２ステップ。

○申請に要する費用（長期修繕計画が１つ、マンション管理センターに事前確認依頼する場合）

①事前確認に約20,000円
 内訳：システム利用料10,000円＋事前確認審査料10,000円

②市への申請に約4,000円
 内訳：事務手数料3,900円＋認定通知書等の郵送料

※長期修繕計画の数や事前確認の方法によって費用は異なります。

○申請に要する期間（目安）
①事前確認に約１～２か月
②市の認定に約１か月
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１ 多く寄せられるご質問への回答

申請の流れの一例 （事前確認をマンション管理センターに依頼する場合）
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１ 多く寄せられるご質問への回答

事前確認の４パターン
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１ 多く寄せられるご質問への回答

認定の要件、申請方法や必要書類は？

○認定を受けるには、17項目の基準を全て満たす必要があります。
 ※国が定める基準と同じ、市の独自基準はありません。

○申請はオンライン（管理計画認定手続支援システム）です。
※市への直接申請はありません。

○認定基準や申請方法・必要書類の詳細は以下をご参照ください。
・１冊にまとまった「認定申請の手引き」

・動画で分かる「管理計画認定制度説明会」

⇒詳しくは マンションの「管理計画認定制度」(横浜市)
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/sumai-
kurashi/jutaku/sien/manshon/kanrikeikakunintei.html
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１ 多く寄せられるご質問への回答

認定基準（17項目）
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１ 多く寄せられるご質問への回答

申請の前に自分のマンションが認定を受けられるか知りたい

○お住まいのマンションが認定基準を
満たしているか「認定基準チェックシート」
でセルフチェック
⇒横浜市の管理計画認定制度ホームページ、
 認定申請の手引きに掲載

○認定基準や申請方法についてご不明な点がある場合、
以下の制度がご利用いただけます。
・電話相談【マンション管理計画認定制度相談ダイヤル】

 電話番号：03-5801-0858
受付時間：月～金の10～17時（祝日、年末年始除く）
対応者：原則として相談者の地元の都道府県マンション管理士会の相談員

・マンションへの専門家派遣【マンション・アドバイザー派遣支援】

 ※後ほどご紹介します。
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２ 固定資産税の減額制度の紹介（マンション長寿命化促進税制）

マンション長寿命化促進税制とは

○必要な修繕積立金の確保や適切な長寿命化工事の実施に
向けた管理組合の合意形成を後押しするための制度

○次のページで紹介する要件を全て満たした
管理計画認定マンションが減税措置の対象

○長寿命化工事完了翌年度の建物部分の
固定資産税額を２分の１（※）減額 ※横浜市の場合
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２ 固定資産税の減額制度の紹介（マンション長寿命化促進税制）

減税措置を受けるための要件 ※以下の要件を全て満たす必要あり

①築20年以上が経過している

②総戸数が10戸以上である

③過去に長寿命化工事（外壁塗装等工事、床防水工事及び屋根防水工事）を
行っている

④管理計画認定マンションのうち令和３年９月１日以降に
修繕積立金の額を管理計画の認定基準まで引き上げたマンション

※令和３年９月１日時点で十分な修繕積立金を確保している場合は
  管理計画認定を受けていても減税措置の対象外です。

⑤令和５年４月１日～令和７年３月31日に長寿命化工事が完了
している
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２ 固定資産税の減額制度の紹介（マンション長寿命化促進税制）

固定資産税の申告手続きは

○以下のホームページをご確認いただくか
お住まいの区役所の税務課家屋担当にお問い合わせください。

⇒詳しくは マンション長寿命化促進税制(横浜市)
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/koseki-zei-hoken/zeikin/y-shizei/koteishisan-
toshikeikakuzei/koteishisan-toshikeikakuzei-shosai/kaoku-genmen/daikibosyu-zen.html
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３ 市の支援制度の紹介

マンションの専門家に相談したい

○マンション・アドバイザー派遣支援
市に登録しているマンション管理士や建築士を現地に派遣します。
初回無料です。

⇒詳しくは マンション・アドバイザー派遣支援(横浜市)
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/sumai-kurashi/jutaku/sien/manshon/haken/man-
adv.html

他のマンションの話を聞きたい

○マンション管理組合サポートセンター事業
管理組合の方同士の情報交換や専門家による相談・アドバイスを
行う交流会を毎月開催しています。費用は無料です。

⇒詳しくは マンション管理組合サポートセンター事業(横浜市)
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/sumai-kurashi/jutaku/sien/manshon/man-sp.html
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サン・ステージ緑園都市 西の街管理組合

竹山16-2団地管理組合法人

認定マンションへのインタビュー2



マンション管理業協会

神奈川県マンション管理士会

関連制度のご紹介3





◆発足

昭和５４年（１９７９年）１０月

◆目的

会員相互の協力によって、マンションの管理システム、管理技術等に関する調査研究を行い、その管理業務の適正化のための諸方策を推進
するとともに、マンションの保全に関する診断能力の研究・開発及び診断員の育成を図り、調査診断等を実施することにより、マンションにおける
良好な居住環境と快適な共同生活を確保し、もって国民生活の向上と社会福祉の増進に寄与すること。

◆会員数

３５４社（令和５年4月１日現在）

◆受託管理戸数

６，４５５，４９０戸（１２２，７９８棟・１０３，８３０組合）※令和５年４月１日現在

・全国分譲マンションストック（約６９４万戸）のうち協会会員の受託管理戸数は９割以上を占めております。

・非会員受託戸数および自主管理戸数はあわせて7～８％程度と推計。
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一般社団法人マンション管理業協会の紹介

3,000戸

未満

3.1%

5,000戸

未満

2.7%
10,000戸

未満

6.1%
30,000戸

未満

13.7%

30,000戸

以上

74.5%

＜規模別受託戸数＞
3,000戸

未満

5,000戸

未満

10,000戸

未満

30,000戸

未満

30,000戸

以上

4,808,320
戸

881,277
戸

53社

49社

3,000戸

未満

47.7%

5,000戸

未満

12.9%

10,000戸

未満

15.5%

30,000戸

未満

14.4%

30,000戸

以上

9.9%

＜受託規模別会員数＞
3,000戸

未満

5,000戸

未満

10,000戸

未満

30,000戸

未満

30,000戸

以上

169
社

44
社

55
社

51
社

35
社
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１．マンション管理適正評価制度概要等
⚫ 評価制度を活用するメリット
⚫ 管理計画認定制度との違い

 ２．ワンストップ申請について

～本日の説明内容～
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１．マンション管理適正評価制度概要等
⚫ 評価制度を活用するメリット
⚫ 管理計画認定制度との違い

 ２．ワンストップ申請について
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１．マンション管理適正評価制度概要等

マンション管理適正評価制度とは？

個々のマンションの管理・組合運営の状態を、 5つのカテゴリーに分類し、

マンション管理業協会の講習を修了した「管理業務主任者またはマンション
管理士」がチェック・評価。

各カテゴリーの点数を合計し、6段階（★５から★なし）で分かりやすく、
インターネットを通じて情報を公開していきます。
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管理状況を開示されたほうが選ぶか管理状況が開示されないほうを選ぶか

修繕積立金の収支

管理規約

長期修繕計画の有無

総会開催

法定点検の実施

流通市場でも、所有する場合でも、情報公開されているマンションのほうが安心

同じような 「立地」、「築年」、「規模」、「間取り」のマンション

駅近だけど管理状態が判らないマンション 駅から遠いけど管理状態が良いマンション

１．マンション管理適正評価制度概要等
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マンション管理適正評価制度で得られるもの・・・

✓ 管理組合の目標設定、運営方針が立てやすくなる

✓ 課題を改善することで管理の行き届いた状態を維持することができる

✓ 管理状態の情報を発信することで、市場での評価が期待できる

✓ 将来的なリセールバリューの向上も期待できる

１．マンション管理適正評価制度概要等
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【出典】マンション管理業協会HPより

１．マンション管理適正評価制度概要等
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✓ マンション管理適正評価制度は、評価者、事前確認者にて独自基準の評価を実施するので、ワンストップで申請が可能
✓ 管理計画認定制度において審査項目以外に、地域、有効期間、申請手続きをカバー

➢ マンション管理業協会

管理状況30項目を評価（国含む）

マンション管理適正評価制度

➢ 地方公共団体
（推進計画を作成した市区）

市区独自の管理適正化指針

➢ 国 （国土交通省）

基本方針及び

管理適正化指針を 策定

⑴ 管理組合体制関係

⑵ 管理組合収支関係

⑶ 建築・設備関係

⑷ 耐震診断関係

⑸ 生活関連 に区分し30項目を評価（国含む）

•各市区独自の地域性などが考慮され策定

⑴ 修繕その他の管理の方法

⑵ 修繕その他の管理に係る資金計画

⑶ 管理組合の運営状況

⑷ 管理適正化指針・市区独自の管理

適正化指針に照らして適切なもの

評価者（マンション管理業協会
の講習を修了した者）が行う

事前確認者（マンション管理
センターの講習を修了した者）が
行う
社内マンション管理士含む

１．マンション管理適正評価制度概要等
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管理状態の評価内容は？

次の５つの指標に分類し、それぞれ評価を数値化した上で、その合計点により、
マンションの管理状態を「５つ星～星なし」に評価。

① 管理体制

② 建築・設備

③ 組合会計収支

④ 耐震診断

⑤ 生活関係

：円滑な組合運営のための基本的事項について

：マンションを長く使うための維持管理体制について

：組合運営のための安定的な財務基盤について

：マンションを長く安心して住まうための耐震関係について

：快適に住むための環境づくりについて

１．マンション管理適正評価制度概要等
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1.管理体制

2.建築・設備

18/20

15/20

管理評価項目 項目別評価

・管理者の設置の有無
・総会の開催、議事録の作成
・管理規約の整備状況

・法定点検の実施、その記録有無
・長期修繕計画書の有無および見直し状況
・計画修繕の履歴の保管状況

4.耐震診断 10/10

5.生活関連 9/10

・耐震診断の実施の有無
・耐震診断結果、改修計画の予定の有無

・設備等異常時の緊急対応
・消防訓練の実施
・防災マニュアル等の整備状況

3.管理組合収支 29/40

・管理費会計・修繕積立金会計の決算状況
・滞納管理費等への対策
・修繕に関する資金計画の状況

【ランク：★５～★０の等級区分例】
★★★★★

１．マンション管理適正評価制度概要等
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１．マンション管理適正評価制度概要等

主要5項目の
獲得点（達成度）

等級評価結果／総合点

管理計画認定取得の有無
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１．マンション管理適正評価制度概要等
⚫ 評価制度を活用するメリット
⚫ 管理計画認定制度との違い

 ２．ワンストップ申請について
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管理計画認定の申請パターン

２．ワンストップ申請について
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マンション管理適正評価制度と国（地方公共団体）の認定基準の適否をワンストップで審査

（公財）マンション
管理センター

管理計画認定手続
支援システム

・（一社）マンション管理業協会
（マンション管理適正評価制度）

・（一社）日本マンション管理士会連合会
（マンション管理適正化診断サービス）

管
理
組
合

（認
定
権
者
）

地
方
公
共
団
体

送信

②事前確認依頼

③結果通知

④認定申請

⑤審査結果通知

①事前相談

他団体の評価サービスを併用する場合

…認定基準（独自基準のみ）への適合状況を確認

…事前確認適合証の発行

※詳細は各団体の窓口にお問い合わせください。

…独自基準の審査に必要な書類を提出

２．ワンストップ申請について
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【出典】マンション管理業協会 管理計画認定制度申請方法について
マンション管理適正評価制度とのワンストップ申請より

¥10,00
0

¥5,50
0

事前確
認に係
る費用

市が
定め
る手
数料

※１ 事前評価とは、管理組合からの依頼を受け、総会上程に向けて、事前に行う評価・認定適否のチェック
※２ マンション管理センターの事前確認講習を修了した、マンション管理士の登録を受けている者
※３ 管理会社等が管理計画認定制度の有無や要件（独自基準の有無、地方公共団体手数料の有無等）を含めて確認する事務
※４ マンション管理適正評価制度登録料5,500円（税込）・管理計画認定手続支援サービスシステム利用料10,000円（税込）
※５ 地方公共団体によって、別途、手数料が必要な場合があります

２．ワンストップ申請について
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～ まとめ ～

市場で評価される
住み（続け）たい・・・

市場での評価が困難
将来がわからない・・・

管理状況を開示されたほうが選ぶか管理状況が開示されないほうを選ぶか

修繕積立金の収支

管理規約

長期修繕計画の有無

総会開催

法定点検の実施

同じような 「立地」、「築年」、「規模」、「間取り」のマンション

駅近だけど管理状態が判らないマンション 駅から遠いけど管理状態が良いマンション
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マンション管理適正評価制度各種資料の掲載（リンク）先

マンション管理適正評価制度の一般ユーザー向けサイト
https://www.mansion-evaluationsystem.org/

管理状態等級評価項目一覧表
http://www.kanrikyo.or.jp/evaluation/file/registration_items.pdf

評価項目以外 その他の登録情報
http://www.kanrikyo.or.jp/evaluation/file/registration_items_others_20220112.pdf

評価制度経由の管理計画認定制度申請方法について
http://www.kanrikyo.or.jp/evaluation/file/pamphlet_202210.pdf

マンション管理適正評価制度に係る情報の詳細は、（一社）マンション管理業協会のHPで確認できます。
マンション管理適正評価制度に関するお問い合わせ先は、以下のとおりです。

一般社団法人マンション管理業協会 調査部 〒105-0001 東京都港区虎ノ門1‐13-3虎ノ門東洋共同ビル２階
電話：03-3500-2721 受付時間：平日 9時~17時まで

https://www.mansion-evaluationsystem.org/
http://www.kanrikyo.or.jp/evaluation/file/registration_items.pdf
http://www.kanrikyo.or.jp/evaluation/file/registration_items_others_20220112.pdf
http://www.kanrikyo.or.jp/evaluation/file/pamphlet_202210.pdf


ご清聴ありがとうございました。





















マンション管理センター

神奈川県マンション管理士会

住宅金融支援機構

横浜マンション管理組合ネットワーク

横浜市住宅供給公社

マンション管理に関する各種相談窓口のご紹介4









































■管理計画認定マンションを購入する場合、【フラット３５】の借入金利を

当初５年間 年0.25%引下げ （令和６年３月31日までの申込受付分）

詳細はこちら

・【フラット３５】は第三者に賃貸する目的の物件等の投資用物件の取得資金にはご利用いただけません。・【フラット３５】維持保全型には予算金額があり、予算金額に達する見込みとなった場合は、受付を終了します。受付終了日
は、終了する日の約３週間前までにフラット３５サイト（www.flat35.com）でお知らせします。・融資手数料は取扱金融機関により異なり、お客さま負担となります。・審査の結果によっては、お客さまのご希望に沿えない場合があ
りますので、あらかじめご了承ください。

令和４年４月適合証明書交付分から

【区分所有者】管理計画認定マンションの住戸を中古住宅として売却する場合で、
購入者に住宅ローン利用の希望があるときの購入者の方向け

全期間固定金利の
個人向け住宅ローン

フラット３５維持保全型

https://www.flat35.com/loan/ijihozen/index.html

■管理計画認定マンションが大規模修繕工事等を行う場合、

令和４年10月１日借入申込受付分から

【マンション管理組合】大規模修繕工事や耐震改修工事等を行う管理組合向け

詳細はこちら

管理組合のため
の

大規模修繕ロー
ン

共用部分リフォーム融資

年0.4％引下げ

マンション共用部分リフォーム融資の借入金利を 年0.2％引下げ

さら
に

・融資金利には下限（年0.1％）があります。

https://www.jhf.go.jp/loan/yushi/info/mansionreform/index.html

マンションすまい・る債の積立を行っている
管理計画認定マンションの場合は、マンション共用部分リフォーム融資の借入金利を合計で 



■横浜マンション管理組合ネットワークの組織

・ 平成７年設立 会員数：１１４（令和５年９月現在 管理組合数）

・ 管理組合のほかマンション管理士等専門家も会員として加入

・ 大型団地から極小マンションまで、

 豊富な事例を基に理事会経験者や専門家がサポート

■横浜マンション管理組合ネットワークの支援体制

・ 定期相談、現地相談、電話・メール相談

・ ＨＰ、広報誌からの情報提供

・ セミナー・勉強会の開催

“管理組合のお役に立ちます”
NPO法人 横浜マンション管理組合ネットワーク        



https://www.hamakan-net.com/

■マンション管理の底上げ

• 認定基準を目指す管理組合に寄り添い、共に進めて
いきます。

• 理事会や組合運営は勿論、長期修繕計画の作成と
検証、建物や諸設備の改修工事に、豊富な経験事例
や専門家が対応しています。

■認定制度と認定基準
・制度の説明と支援団体への案内をします。



マンション・団地再生支援事業について

2023年10月



横浜市住宅供給公社

地方住宅供給公社

国や地方公共団体の住宅政策を実現するため 住宅供給を目的に設立

住宅供給公社は、現在37公社（2022年4月1日現在）

主な事業内容
■ 分譲住宅、賃貸住宅の建設
■ まちづくり
■ 公社賃貸住宅の管理
■ 公営住宅の受託管理
■ 分譲マンションの受託管理
■ マンション・団地再生支援

横浜市住宅供給公社とは

昭和41年に設立

横浜市の外郭団体・準公務員としての位置付け

時代のニーズに応じた事業を展開

住宅の大量供給から既存住宅の再生へ



課題に応じ、横浜市の支援制度をご案内

制度主体「横浜市」

・ 管理組合活動活性化支援
・ マンション・アドバイザー派遣支援
・ マンション・団地コーディネート支援事業

公社は専門家派遣事業の窓口等の事務局業務を担っています。

横浜市住宅供給公社
（各支援制度の問合せ窓口）

・ 課題、状況の整理
・ 制度活用状況の把握
・ 専門家との連携
・ 横浜市への情報共有 等



マークワンタワー長津田
（平成24年竣工）

一級建築士事務所神奈川県知事登録第15385号

～現在までのコンサルティング実績 （令和４年３月現在）

①再生コンサルタント ５９件 ＜マンション建替え実績＞

■（仮称）井土ヶ谷マンション建替え事業

■桜台団地マンション建替事業（事業中）

＜再生コンサルタントの内訳＞

■将来検討コンサルタント（３１件）

■建替え推進コンサルタント（１４件）

■その他再生コンサルタント（１４件）

②建物診断・調査・設計業務 １２１件

③長期修繕計画関係 ６６件

④大規模修繕工事監理業務 １２０件

⑤修繕業者選定コンサル等業務 １０１件

⑧団地再生セミナー ２７９物件
（約429名）

～まちづくりの取り組み実績 （令和４年３月現在）

①再開発事業等 ８件 ・綱島駅東口駅前地区再開発準備組合
・大船駅北第二地区市街地再開発事業
・長津田駅北口地区第一種市街地再開発事業 ほか

②優良建築物等整備事業 ５件 ・横浜ポートサイドC-３街区住宅市街地総合整備事業
・花咲町１丁目地区優良建築物等整備事業 ほか

③土地区画整理事業 ３件 ・台村寺山地区土地区画整理事業 ほか

管理業務主任者：１４名、マンション管理士 ：９名、宅地建物取引士：２２名
マンション建替えアドバイザー：４名、 再開発プランナー：５名

関連資格
保有者数

公的コンサルタントが将来検討をサポート

管理運営や長期修繕計画の作成、耐震診断などを個別で検討していくと、「役員の輪番制」等が原因で

「建物の将来検討」という本来的な上位目的を見失い、継続的な「建物の将来検討」が進まなくなるケース

があります。そのため、初動期から建物の将来検討の全体像を示しながら、住民の皆様とともに検討をし

ていく必要性があります。

その役割を担うのがわたしたち横浜市住宅供給公社です。



お住まいの皆さまが主体となって、将来について検討できるよう、
将来検討コンサルタントとして支援します。

公社の「暮らし再生プロジェクト」～みんなのキモチをカタチに～

まずは、公社職員と意見交換してみませんか？

問合せ：045-451-7752
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